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かかりつけ薬剤師・薬局の進化
――地域医療への貢献と薬局の機能性・専門性を追求――

Top Interview
力強く成長する経営基盤を構築し、
調剤薬局事業の強化、物販事業の拡大を推し進めます

グループ体系
Topics : 1道2県でM&Aを推進ほか
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基 準 日
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公告の方法

公告掲載URL
証券コード

6月1日～翌年5月31日
8月
5月31日
三菱UFJ信託銀行株式会社
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
（郵送先）
〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
電話：0120-232-711（通話料無料）

電子公告の方法によります。ただし電子公
告によることができない事故その他やむを
得ない事由が生じた場合は、日本経済新聞
に掲載して行います。
https://www.pharmarise.com/
2796（東証プライム）

株主メモ

証券コード 2796

〒164-0011  東京都中野区中央1-38-1 住友中野坂上ビル
TEL  03-3362-7130     FAX  03-3362-7190

https://www.pharmarise.com/

ニャーマライズ先輩®

　株主様の日頃からのご支援に感謝するとともに、当社株
式への投資魅力を高め、 長期的に当社株式を保有していた
だくこと、並びに当社グループの事業に対するご理解をより
深めていただくことを目的として、 株主優待を行っています。

株主優待のご案内

令和4年11月期末基準（令和5年5月期）株主優待品

対 象 株 主

優待の内容

贈 呈 時 期

令和4年（2022年）11月30日時点で、 当
社株式を1単元（100株）以上、1年以上
保有されている株主様
①～③の中からおひとつ選択
①薬用ハミガキ粉
　「デンタルポリスDX」 2本
②うるおい保湿液 「Pharmal」
　ポンプタイプ150ml・1本
③当社商品券2,500円分(500円券×5枚)
令和5年3月下旬~6月中旬ごろ (予定)
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To Our Shareholders

かかりつけ薬剤師・薬局の進化
――地域医療への貢献と薬局の機能性・専門性を追求――
かかりつけ薬剤師・薬局の進化
――地域医療への貢献と薬局の機能性・専門性を追求――

株主の皆様へ Top Interview トップインタビュー

力強く成長する経営基盤を構築し、
調剤薬局事業の強化、物販事業の拡大を推し進めます
力強く成長する経営基盤を構築し、
調剤薬局事業の強化、物販事業の拡大を推し進めます

　当第2四半期連結累計期間（令和4年6月1日～11月30日）における

わが国経済は、ウィズコロナの下で、景気が持ち直していくことが期待

されておりますが、世界的な金融引締め等が続くなか、海外景気の下振

れがわが国の景気を下押しするリスクとなっております。また、物価上

昇、供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必

要がある状況です。

　こうしたなか、当社グループは令和3年12月24日に「中期経営計画 

LSG (Leading to Sustainable Growth) 2024」を公表し、株主

価値の更なる向上を目指し、競争力を強化し成長していくため、①投資

家に選ばれる会社になるための取り組み強化②調剤事業を核とした事

業展開による収益獲得強化③経営基盤の更なる強化による収益構造

の改善、を推進しております。

　当社グループは、既存の業務に加え、継続的な「健康サポート薬局」

増加への取り組み、及び社内資格制度で認定された「ヘルシーライフア

ドバイザー」が生活習慣病の予防を継続的に支援していく当社独自プ

ログラムである「継続支援プログラム」の提供等を通した予防医療を推

進・普及することで、「地域医療」や「サステナブルな社会の構築」に貢献

してまいりたいと考えております。また、令和3年8月1日施行の薬機

法改正において導入された「地域連携薬局」及び、「専門医療機関連携

薬局」への取り組みも踏まえ、法改正においても強く求められている

薬局の機能性・専門性を今後も推進し、今後の安定した経営につなげ

てまいります。

　これらの施策は、当社グループの更なる発展に寄与していくものと考

えております。株主の皆様には、引き続き変わらぬご高配を賜ります

よう心からお願い申し上げます。

Q. 当四半期（令和4年6月1日～11月30日）の業績について教えてください。

　当第2四半期連結累計期間における業績は、売上高257億45百万円

（前年同期比0.6％減）、営業利益5億73百万円（同27.3％減）、経常利益5

億66百万円（同30.4％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は72百

万円（同71.0％減）となりました。

　売上高につきましては、処方せん枚数は増加したものの薬価改定の影

響により処方せん単価が下落したことで、前年同期比減収となりました。

　利益面においては、上記に加え、調剤薬局事業における仕入条件に

係る予算差異の発生、当期に実施した新規出店やM&A等による販管

費の増加、及び物販事業のドラッグストア部門による売上高の計画未

達、等を主な要因として営業利益、経常利益ともに前年同期比減益と

なりました。また、本社関連事務所の効率的運用を鑑み、定期賃貸借

契約を解約し特別損失として計上したこと等により、親会社株主に帰

属する四半期純利益は前年同期比減益となりました。

Q. 通期（令和4年6月1日～令和5年5月31日）の業績予想について教えて

ください。

　令和4年12月29日付で発表いたしました「令和5年5月期第2四半期

連結累計期間の連結業績予想値と決算値との差異及び令和5年5月期

通期連結業績予想値の修正に関するお知らせ」のとおり、最近の業績

の動向等を踏まえ、令和4年7月8日付で公表いたしました令和5年5

月期連結業績予想を修正してございます。

　通期連結業績としては、売上高517億94百万円（前期比0.4％増）、営

業利益14億11百万円（同7.2％減）、経常利益13億79百万円（同9.1％

減）、親会社株主に帰属する当期純利益3億97百万円（同11.3%減）を

予想しておりますが、予想数値の超過を目指して全力を尽くす所存で

あります。

Q. 下半期に注力することについて教えてください。

　薬局運営面につきましては、選ばれる「かかりつけ薬局」となるため

に、①地域医療（在宅医療及び施設調剤、地域連携薬局、専門医療機関

連携薬局）の実施、②後発医薬品推進、③患者情報の一元管理や重複

投与・飲み合わせ・残薬確認強化の観点から電子お薬手帳「ポケットフ

ァーマシー」の利用促進、④生活習慣病の予防を継続的に支援してい

くことを目的とした、当社独自の健康寿命延伸プログラムである「継続

支援プログラム」の推進、⑤店舗ごとに特徴・行動計画を打ち出し必要

に応じて本部が支援する「コンセプト薬局」施策の開始、⑥かかりつけ

薬剤師・薬局の機能に加えて、市販薬や健康食品から介護や食事・栄養

摂取に関することまで気軽に相談できる「健康サポート薬局」の継続的

な推進、に取り組んでおります。その他、最近では「医療DX」や「薬局

薬剤師DX」が叫ばれる中、今年1月、国はこれまで紙で発行していた

処方せんを電子化した「電子処方せん」の運用を開始し、当社としても、

電子処方せんへの対応（オンライン資格確認対応）や「ポケットファー

マシー」の機能拡大（電子処方せん対応や電子決済機能等の追加）、

これら施策によるオンライン服薬指導サービスの充実など、その対応

はしっかりと進めております。

　また、ドラッグストア部門において、上期では主力の風邪薬等の医薬

品は回復しつつあるもののマスク等の衛生材料等コロナ関連需要の

減少がありました。今後は、同部門においてDX化やeコマースに対す

る取り組みも進めてまいります。

代表取締役会長

大野 利美知

代表取締役社長　秋山 昌之
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TOPICS

　令和5年5月期上半期は、有限会社映双薬局（神奈川県）、

株式会社くすき調剤薬局（三重県）、有限会社池本薬局（北

海道）の3社をM&Aし、調剤薬局4店舗を取得しました。

※連結子会社の店舗数合計※連結子会社の店舗数合計

都道府県別出店状況（令和4年11月末現在）
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静岡県
愛知県
三重県

16
1

調剤
店舗数

非調剤
店舗数

‾
‾

新潟県
山梨県

4
6
7

調剤
店舗数

非調剤
店舗数

‾
1

‾

富山県
石川県
福井県
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5
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長崎県
宮崎県
沖縄県
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‾
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17

‾
‾
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滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県

1道2県でM&Aを推進

グループ体系（令和4年11月末現在）

ファーマライズ株式会社ファーマライズ株式会社

株式会社レイケアセンター

株式会社寿データバンク

株式会社ミュートス

株式会社ケミスト

株式会社メディカルフロント

有限会社サン・メディカル

株式会社ヘルシーワーク

株式会社ウィーク

262

‾
‾
5

‾
‾
30

‾
4
2
1
1

305

調剤店舗数 非調剤店舗数連結子会社

50

‾
‾
‾
‾
‾
‾
‾
‾
‾
‾
‾
50 合　計  　　　　　　　 355店舗

有限会社映双薬局

株式会社くすき調剤薬局

有限会社池本薬局

一日も早い新型コロナウイルス感染症の終息と、皆様のご健康を心よりお祈り申し上げます。新規出店・M&Aによる規模の拡大

店舗形態 新規開局・
開店

M&A・
事業譲受

R04年5月末
店舗数

R04年11月末
店舗数

閉局・閉店・
売却

調剤薬局店舗

非調剤店舗
（ドラッグストア等）

合　計

301

49

350

1

1

1 305

50

355

グループ店舗数※の状況

開局・出店6店舗（連結ベース）
　令和5年5月期上半期（令和4年6月1日～11月30日）は、右

記の通り調剤薬局5店舗、ドラッグストア1店舗を開局・出店

いたしました。

調剤薬局店舗

6月

8月

9月

2店舗（神奈川）※取得
梅田店（大阪）

1店舗（北海道）※取得
1店舗（三重）※取得

11月 港北大倉山店（神奈川）

非調剤店舗（ドラッグストア等）

4

Q. 下半期に注力することについて教えてください。

　薬局運営面につきましては、選ばれる「かかりつけ薬局」となるため

に、①地域医療（在宅医療及び施設調剤、地域連携薬局、専門医療機関

連携薬局）の実施、②後発医薬品推進、③患者情報の一元管理や重複

投与・飲み合わせ・残薬確認強化の観点から電子お薬手帳「ポケットフ

ァーマシー」の利用促進、④生活習慣病の予防を継続的に支援してい

くことを目的とした、当社独自の健康寿命延伸プログラムである「継続

支援プログラム」の推進、⑤店舗ごとに特徴・行動計画を打ち出し必要

に応じて本部が支援する「コンセプト薬局」施策の開始、⑥かかりつけ

薬剤師・薬局の機能に加えて、市販薬や健康食品から介護や食事・栄養

摂取に関することまで気軽に相談できる「健康サポート薬局」の継続的

な推進、に取り組んでおります。その他、最近では「医療DX」や「薬局

薬剤師DX」が叫ばれる中、今年1月、国はこれまで紙で発行していた

処方せんを電子化した「電子処方せん」の運用を開始し、当社としても、

電子処方せんへの対応（オンライン資格確認対応）や「ポケットファー

マシー」の機能拡大（電子処方せん対応や電子決済機能等の追加）、

これら施策によるオンライン服薬指導サービスの充実など、その対応

はしっかりと進めております。

　また、ドラッグストア部門において、上期では主力の風邪薬等の医薬

品は回復しつつあるもののマスク等の衛生材料等コロナ関連需要の

減少がありました。今後は、同部門においてDX化やeコマースに対す

る取り組みも進めてまいります。
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会社概要四半期連結財務諸表

会社概要（令和4年11月30日現在）

設　立＿＿＿＿＿＿＿＿＿

社　名＿＿＿＿＿＿＿＿＿

資本金＿＿＿＿＿＿＿＿＿

本店所在地＿＿＿＿＿＿＿＿

主な事業内容＿＿＿＿＿＿＿

ホームページ＿＿＿＿＿＿＿

主要取引銀行＿＿＿＿＿＿＿

連結従業員数＿＿＿＿＿＿＿

昭和59年6月
ファーマライズホールディングス株式会社

1,298百万円
東京都中野区中央1丁目38番1号
持株会社（調剤薬局事業などを営むグループ
会社を統括する管理運営会社）

https://www.pharmarise.com/
株式会社みずほ銀行
株式会社三菱UFJ銀行
株式会社横浜銀行　他

1,869名（非常勤含む）

代表取締役会長＿＿＿＿＿＿＿

取締役副会長＿＿＿＿＿＿＿

代表取締役社長＿＿＿＿＿＿

専務取締役＿＿＿＿＿＿＿＿＿

取締役＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

取締役＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

取締役（社外）＿＿＿＿＿＿＿

取締役（社外）＿＿＿＿＿＿＿

取締役（社外）＿＿＿＿＿＿＿

取締役（社外）＿＿＿＿＿＿＿

取締役（社外）＿＿＿＿＿＿＿

常勤監査役＿＿＿＿＿＿＿＿＿

監査役（社外）＿＿＿＿＿＿＿

監査役（社外）＿＿＿＿＿＿＿

大　野　利美知

大　野　小夜子

秋　山　昌　之

松　浦　惠　子

沼　田　　　豊

菅　野　　　洋

多　田　　　宏

渡　邉　則　夫

戸　田　一　誠

原　　　知　己

中　西　雅　也

小　高　芳　夫

榎　本　孝　之

園　部　経　夫

役　員（令和4年11月30日現在）

発行可能株式総数＿＿＿＿＿

発行済株式総数＿＿＿＿＿＿＿

株主数＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

31,398,000株

9,746,645株

12,473名

株式の状況（令和4年11月30日現在）

大株主の状況（令和4年11月30日現在）

株式会社ビックフィールド
中北薬品株式会社
株式会社バイタルネット
株式会社ほくやく
大野　小夜子
ファーマライズ従業員持株会
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
大野　利美知
ヒグチ産業株式会社
AG2号投資事業有限責任組合

3,015,000
396,000
396,000
396,000
376,670
357,300
273,400
241,260
214,500
182,400

32.0
4.2
4.2
4.2
4.0
3.8
2.9
2.6
2.3
1.9

株主名 所有株式数（株） 持株比率（%）

主要仕入先
アルフレッサ株式会社
岩渕薬品株式会社
株式会社スズケン

中北薬品株式会社
株式会社バイタルネット
株式会社ほくやく　　　　　　他

主要な連結子会社（令和4年11月30日現在）

ファーマライズ株式会社

株式会社ケミスト

株式会社ヘルシーワーク

有限会社サン・メディカル

有限会社映双薬局

株式会社くすき調剤薬局

有限会社池本薬局

株式会社寿データバンク

株式会社ミュートス

株式会社レイケアセンター

株式会社メディカルフロント

株式会社ウィーク

東京都中野区

長崎県諫早市

大阪府大阪市

神奈川県茅ケ崎市

神奈川県横浜市

三重県伊勢市

北海道岩見沢市

栃木県足利市

大阪府大阪市

大阪府大阪市

東京都新宿区

東京都文京区

調剤薬局事業

名　称 住　所 事業内容

製薬企業等向け
システムインテグ
レーション事業

医学資料保管・
管理事業

人材派遣事業

医療関連IT
ソリューション事業

有料職業紹介事業

四半期連結貸借対照表（要約）

四半期連結キャッシュ・フロー計算書（要約）

当第2四半期末
（令和4年11月30日現在）

前期末
（令和4年5月31日現在）科　　目

資産の部
流動資産
固定資産
　有形固定資産
　無形固定資産
　投資その他の資産
繰延資産
資産合計
負債の部
流動負債
固定負債
負債合計
純資産の部
株主資本
　資本金
　資本剰余金
　利益剰余金
　自己株式
その他の包括利益累計額
新株予約権
非支配株主持分
純資産合計
負債純資産合計

10,724
12,581
　6,214
　3,492
　2,874

0
23,306

9,842
6,771

16,614

6,394
　1,298
　1,553
　3,753
△210
△6
208
96

6,692
23,306

10,878
12,866
　6,355
　3,629
　2,881

1
23,746

8,477
8,570

17,047

6,405
　1,274
　1,529
　3,811
△210
△6
208
91

6,699
23,746

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の四半期末残高

（単位：百万円）

（単位：百万円）

当第2四半期累計
（令和4年6月1日から令和4年11月30日まで）

科　　目 前第2四半期累計
（令和3年6月1日から令和3年11月30日まで）

1,553

△448

△792

312

3,991

4,303

17

△337

△1,031

△1,350

4,604

3,254

四半期連結損益計算書（要約）
（単位：百万円）

当第2四半期累計
令和4年6月1日から
令和4年11月30日まで

科　　目 （　　　 　）（　　　 　）
前第2四半期累計
令和3年6月1日から
令和3年11月30日まで

売上高

　売上原価

売上総利益

　販売費及び一般管理費

営業利益

　営業外収益

　営業外費用

経常利益

　特別利益

　特別損失

税金等調整前四半期純利益

　法人税等

四半期純利益

　非支配株主に帰属する四半期純利益

親会社株主に帰属する
四半期純利益

25,745

　21,759

　3,986

　3,412

573

　35

　42

566

　42

　213

394

317

77

4

72

25,903

　21,757

　4,145

　3,357

788

　87

　61

814

　21

　60

775

520

254

3

250

（注）持株比率は、自己株式（321,100株）を控除して計算し、小数点第1位未満を四捨五入して
表示しております。


